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離島地域における航路事業運営への

住民参加意識の分析

新 井 土土
太(D

概要 現在,本 土における過疎地域においては,市 営バスのみならずコミュニティバス自体

も廃止または便数の大幅減少といった状況に追い込まれている。この トレンドは本土エ リア

にとどまらず,多 くの島嗅地域にも波及する。人口水準がきわめて低い離島地域における公

共支出負担の削減を否定することは容易ではない。但 し,こ れらの地域における離島航路は

交通手段であると同時に,イ ンフラでもあることから,地 域住民がいかなる協力意識を持っ

ているかが重要な要素となる。上記目的から始まる本研究の構成としては,研 究の位置づけ

を2章 で述べた後,ア ンケー ト調査の結果を3章 にて報告すると同時に,集 計結果や属性等

の重要指標の結果も提示する。 さらに4章 において数量化1類 分析を用いることによって,

地域住民の受容意識に関する分析を行い,こ れらの調査結果を踏まえた上で最終章における

結論部へと展開することとしたい。
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Abstract This paper investigates the attitudes of the local community with regards 

to maintaining a sea routes in the islands of Kutsuna, located 15 kilometers northwest 

of Matsuyama, the local capital of Ehime prefecture in Japan. This paper argues 

that locally accumulated social capital plays an important role, although all age 

ranges  ( or age groups) do not share the same level of desire to participate in the 

problem. 

  Using qualitative analysis of data, obtained by a questionnaire survey, a model 

of resident's attitudes has emerged. The model explains how the residents shape 

their attitudes toward support for the local transport system.
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(1)今 回の調査研究にあたって,

もって御礼申し上げたい。

アンケー トデータに回答 して頂けた多くの方々に対 し,こ の場を
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1.は じ め に

1万 を超える島々から構成されるイン ドネシアほどではないにせよ,我 が国(以 降は日

本と表記する)も 世界における数少ない島嗅国家のひとつとされている。先進地域に限定

した場合,そ の地理的特徴として多くが大陸型国家である点が挙げられる。日本は7,000近

く(正 確には6,852)の 島喚により構成されており,こ のうち5つ の主要島(本 州,北 海

道,九 州,四 国,沖 縄本島)を 除 く6,847の島々が離島(2)として位置づけられている。

これ らのうち,沖 縄本島や石垣島等といった一部のリゾー ト観光地を除 くと,そ の多 く

はごく普通の生活圏であり,か つ少子高齢化が本土よりも加速している地域とされている。

現在,本 土における過疎地域においては,市 営バスのみならず コミュニティバス自体 も廃

止または便数の大幅減少 といった状況に追い込まれている。担当自治体(市 町村)の 財政

難によるインフラ整備水準の後退 となるだけに,地 域社会に及ぼす影響はきわめて大きな

ものとなっている。そして,こ ういった トレンドは本土内の連続 した地理空間にとどまら

ず,近 い将来において多くの島喚地域にも波及することは容易と言わざるを得ない。財政

危機という視点から判断 した場合,地 域における人口水準がきわめて低い離島地域におけ

る公共支出負担の削減を否定することは容易ではない。但 し,こ れらの地域における離島

航路は交通手段であると同時に,道(=イ ンフラ)で もある。そのことから,離 島航路を

維持することに対 し,行 政のみならず,地 域住民がいかなる協力意識を持っているかが重

要なファクターとなる。

これらの背景からスター トした本稿の構成としては,先 行研究の紹介と本研究の位置づ

けを次章(2章)で 述べた後,今 回実施 したアンケー ト調査に関する結果を3章 にて報告

する。同時に,集 計結果や属性等の重要指標の結果も提示する。加えて4章 においては今

回の調査サンプルを用いた数量化1類 分析を行うことによって,地 域住民の受容意識に関

する分析を行い,そ の結果を提示する。最後に,こ れらの調査結果を踏まえた上で最終章

である結論部へと展開することとしたい。

(2)但 し,有 人離島の比率はそれほど高い水準でなく,1割 以下の423島 となっている。
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2.既 存研究と本研究の位置づけ

離島航路の現状 と地域社会資本整備の課題については新井[1]お よび新井[2]等 に

おいて,実 証研究がなされているが,離 島地域が抱える住民の特性(高 齢化)に 関 しては

秋吉他[3]ら によるケーススタディおよびフィール ド調査によって,精 緻な分析がなさ

れている。また,離 島ではないものの,経 済的には類似 した地域特性を持つ山村過疎地域

における公共バス事業に関する計量モデル分析としてはKakimoto[4]等 による費用モ

デル分析による推計 と提言が述べられている。これに,路 線というネットワークの概念を

考慮して効率性を検証 している分析例として溝上他[5]が 挙げられる。

次に,交 通面の整備がまちづ くりの重要な要因となることか ら,住 民の満足度形成 と

いった心理的方略の交通計画への適用可能性について述べた藤井[6]の 指摘は有用なも

のと言えよう。また,離 島航路にせよ中山間地域におけるバス事業にせよ,そ のユニバー

サルサービスという公共性に集中するならば,竹 内 ・古田[7コ によるコミュニティバス

運行に関する財源問題の指摘は考慮に値する。

これらの地域交通ネットワーク問題研究に対 し,2000年 以降はPutnum[8]に 見られ

るようなソーシャル ・キャピタルの概念を取 り入れた分析例が蓄積されつつある。谷内

〔9]ら による地域バス事業における地域住民の参加意識の分析は,地 域 ソーシャル ・キャ

ピタルに基づ くアンケー ト値を用いた数量化分析を適用することにより,住 民の負担金に

対する支払い意思を定量的に把握することに成功 している。 また,川 端[10]ら は住民 自

らが作 り上げた地域バス運営主体への移行可能性をめ ぐり,ア ンケー ト調査を行 った上で

因子分析と共分散分析によって地域住民の心理的受容度と協力度の因子抽出を試みている。

本稿においては,基 本的な研究フレームワークは既に述べた先行研究の枠組みに沿 う形

を取る。但 し,既 存研究の多 くは過疎地域におけるコミュニティバス事業やデマンドタク

シー事業が中心であることに対 し,本 研究では離島航路を対象 とする点で異なる。 コンセ

プ トとしてソーシャル ・キャピタルを用いる点については谷内他[9]と 川端他[10]と

同様であり,本 稿では新井[11]で も用いられた地域 ソーシャル ・キャピタル変数をアン

ケー ト調査によって作成 し,代 理変数として扱 うこととする。その背景 として地域住民の

結びつきが地域問題に関する共通認識を生み出すと仮定 し,あ る種の紐帯が蓄積される

ケースでは積極的な地域運営マイン ド(3)を形成す るという概念を想定 しているのである。

(3)国 土交通省 都市地域整備局(離 島振興課)「 離島振興計画フォローアップ中間報告」(2010)に/
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3。 ア ンケ ー ト調 査 に関 して

3.1ケ ーススタディとした地域

本研究においては愛媛県松山市を対象としている。松山市には忽那諸島と呼ばれる島々

が存在 し,本 島である中島をはじめ,津 和地島,怒 和島,二 神島,睦 月島,野 忽那島等か

ら構成されている島喚地域ω となっている。ハマチやタイといった魚介類も豊富であるが,

同時に蜜柑を中心とする柑橘類の栽培 も盛んな地域 として有名である。拠点である松山市

との往復航路および各島間の航路 も,運 行サービスはすべて中島汽船によって供給されて

いる。運行ネ ットワークは松山市側の高浜港および三津浜港のふたつの港が拠点として機

能 している。

3.2ア ンケー ト調査の概要と調査項目

アンケー トは2012年 に二回にわたり実施 された。初回は高浜港,三 津浜港,お よび松山

市内を中心 とするヒア リング調査であり,そ の次に忽那諸島内を中心とする配布 ・回収方

式による調査であった。諸島内人口は約6千 人 とされているが,直 接 ヒアリングしたサ ン

プル結果と合わせて回答数は274で あった(但 し配布数が720で あったため,回 収率は38%

となった)。

Table1回 答者の属性

性 別
男性 42.6%

女性 57.4%

年 齢

10代 0.0% 50代 26.5%

20代 1.0% 60代 23.1%

30代 7.0% 70代 16.2%

40代 22.4% 80代 ～ 3.8%

世帯人数 2.9人(回 答者平均世帯人数)

就 職 率 52.3%(農 家 ・自営 業 含 む)

交通利用 62.2%(週2回 以上航路利用)

＼よれば,NPOや 地域ボランティアによる活動が行われている離島は全体の約45%に のぼると述

べられている。その中でも高知県 ・沖の島における高齢者世帯の買い物支援のケースや,愛 媛県 ・

弓削島のように島民出資による会社が教育活動支援を行っている例も紹介されている。

(4)こ れ らは忽那七島とも呼ばれている。ただ し,そ のうちの一つである由利島は有人地域ではな

い。
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回答者の属性はTable1に 示 してある。今回のサンプルにおいては,回 答者は主に40代

以降によって構成 されており,特 に50歳代以降の回答が全体の69,6%を 占めていることか

ら,中 高年層(ま たは老人層)が きわめて大きな比重を占めている。もともと学校が少な

いため,子 育て世代が住むには問題がある島々もあることから,こ の島嗅地域が抱える高

齢化率は本土水準よりも高いことは各種人口構成統計か らも明らかとなっている。

次に地域住民の意識調査に関する設問内容を以下(Table2お よび3)に 示 しておいた。

ここでは設問を6つ の分類にカテゴライズし,居 住空間,離 島航路 島内産業,住 民構成,

インフラ整備と住民参加意欲とに分けられている。その中に各質問名称が表す内容にて,

各設問が作 られている。

Table2意 識調査項目(住 空間と航路)

分 類 質 問 名 称 質 問 内 容

居住空間

地域への愛着 現在住んでいる地域に愛着を感じているか

友人知人の有無 懇意にしている人々がいるか

住民同士の交流 近隣住民との相互コミュニケーションに満足 しているか

地域の結びつき 地域の問題に関して,住 民同士の共通認識が形成されているか

社会活動の水準 地域の問題に対し,社 会活動が盛んに行われているか

他の地域との連携 地域の問題に対し,他 の島との連携がとれているか

居住への満足 これからも当該地域に住み続けたいと思 うか

離島航路

港へのアクセス 航路の離発着拠点である港湾へのアクセスは近いか

便数 中心市街地および島喚問を結ぶ便数は十分か

移動時間 目的地への移動時間は適度と感じているか

食事および水分補給 船内に食事施設および水分調達機器は設置されているか

利用頻度 1週 間の間に離島航路を利用する回数(7段 階評価)

公共支出1 離島航路への公的支出(税 投入)は 当然であると思うか

公共支出2 離島航路整備には自治体に加え,よ り多 くの国費が必要か

コス ト負担 自治体負担以外に,地 域住民も航路運営費の一部負担をすべきか

島内産業

産業規模 現在の島内には住民規模に見合うだけの産業が存在すると思うか

産業の多様性 島内にある産業や仕事はバラエティ豊かであると思うか

新産業育成の可能性 将来のために新たな産業育成は島内で可能であると思うか

賃金水準 現在の島内産業における賃金水準は全国平均に比べて妥当か

生産性上昇の可能性 現在の生産性を上昇させるには,ど のような変化が必要か

住民構成

年齢バランス 特定の年齢層にかたよった住民構成になっていないか

若年層比率 若年層の比率は全国平均に比べてほぼ同水準に近いか

共働き世帯 夫婦ともに職業に従事している割合は全国平均に比べて同等か

峯

豪奮
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これらの内容に加え,回 答者の個人属性とソーシャル ・キャピタル保有度の2分 類につ

いても設問が作成されている。個人属性は性別,年 齢層,職 業の有無,職 業従事者ならば

従事 している産業,扶 養家族の数,世 帯平均所得(階 層),航 路平均利用率等である。次

に地域 ソーシャル ・キャピタルについては,既 存研究を踏まえ,地 域内のネットワーク性

の度合い(強 さまたは結びつきの深さ)を 表す構造的SCに 関する項 目(5)と,地 域住民へ

の信頼性や帰属コ ミュニティにおける規範意識を表す項目となっている。尚,記 名に関し

ては無記名とした。

Table3意 識調査項目(地 域インフラ状況と住民協力姿勢)

分 類 質 問 名 称 質 問 内 容

インフラ整備

水道 上下水道または井戸の整備状況(7段 階評価)

島内道路 島内を移動するための一般道路の数 と広さは妥当か

エ ネ ル ギ ー1 電力 ・ガスのエネルギー供給は本土 と比較 して妥当か

エ ネ ル ギ ー2 自家用交通(マ イカー)へ の給油の容易さ(5段 階評価)

港湾整備 利用者の視点から見て中心市街地側および島娯側の整備状況

学校へのアクセス 子供たちが通学にかける時間はどれくらいか(0,5H刻 みで回答)

医院へのアクセス かかりつけ医へのアクセスはどれくらいか(0.5H刻 みで回答)

医師の有無 各分野(診 療科)を 担 う医師は最低1人 以上存在 しているか

中該拠点医療機関 拠点 となる医療機関へのアクセスはどれ くらいか

防災拠点の有無 災害時の防災拠点は近 くに存在 しているか

緊急時ヘリ出動状況 災害 ・救急時のヘ リ空輸は整備されているか

住民参加意欲

協働意識1 航路維持のため,よ り多 くの島民が地域活動に参加すべきか

協働意識2 航路維持のため,港 湾整備にボランティア活動を投入すべきか

協働意識3
船舶の乗 り降 りに関 して,老 人をケアする活動を担うことは

可能か

協働意識4
船舶の乗 り降 りに関 して,荷 物上げ下ろしを手伝う活動は担

えるか

協働意識5 港への子供たちの送迎に住民も協働すべきであるか

協働意識6
船舶会社へのパー ト・アルバイト等による労働提供は十分な

水準か

協働意識7
航路維持のため,年 間いくらまでなら負担金の支払い意思が

あるか

尚,今 回の地域ソーシャル ・キャピタル(以 下地域SCと 表記)計 測の部分に関 しては,

谷内他[9]に おいて用いられた手法ではな く,既 に先行研究として認知されている内閣

(5)こ こでの主な設問事項としては近隣住民への気配 りや挨拶等による付き合いの程度等がある。
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府[12],お よび これをベース とした新井[11]の 主 要部分 を適用す ることと した。

3.3調 査 結果

上記 ア ンケー トの結果か ら主要な ものを以下 に示す こととしたい。 まず,離 島住民 の意

識調査 を示 した ものがFig.1と な って いる。現状 の離 島航路の便数お よびネ ッ トワーク と

い ったサー ビス水準 に対 し,56%の 回 答者 が現状維 持を望 み,ま た13%の 回答者 が 「よ り

一層 のサー ビス水準拡大」 を希望 して いることが明 らか とな った
。 この ことか ら,回 答者

の約70%が 現 行水準 よ りサー ビスが低下す る ことを望 んで いない ことが認 め られ た。 逆

に,サ ー ビス水準の縮小 について受 け入れ る意思 を示 したの は,回 答者の うち26%に と

どまった。

Fig.1離 島航路に関する住民意識

次 に,航 路維持のための運 営 コス トの一部 コス ト負担 に関す る支払意思 と,地 域SCと

の 相関 について まとめた ものが以下 の図(Fig,2)と な っている。横軸が地域scの 水準

を示 してお り,-1と1の 間を取 るよ う基準化 されて いる。縦軸 は現在の料金水準 に対 し,

「どれだ けの(何%)の 追 加負担 までな ら許容 出来 るか」 という(追 加 的な)支 払意 思の

水準を表 した もの とな ってい る(単 位 は%)。

結 果 として正 の相 関を示 してお り(r=0.61),こ れ は例 えば先述の谷内他[9]と 比 較

して もほぼ類 似 した結 果を示 してい る。 もちろん,全 住民 の7割 ～8割 前後 といった多量

のサ ンプルではないため,今 回のサ ンプ リング結果 を もって判断 を下す ことは早計ではあ

るものの,地 域SCが 高 いエ リア(ま たは高い水準 のSCを 持 つ個人が多 く存在 す る地域)

ほ ど地域支援 へのマイ ン ドが高 い ことは,Coleman[13]が 想 定 したような社会学的認識
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か ら見 て も大 き く乖離 しているとは言 えず,あ る種 の妥 当性 は見 出せ るもの と判断 した。

Fig.2個 別scと 航路維持のための支払意思水準

但 し,金 銭的支援 に対 し,実 際のボ ランタ リーな労働 が伴 う活動 に関 しては異 なる結果

が認 められ ることが人間社会においては多 々見受 けられ る。以下の図(Fig.3)が そ のケー

スに該 当す ると言え よう。

@

9

昏

み二
舎

母

一

㎜

　

一

魯

　

　

⑬

@

}

}

一⑪ 一 一ひ

⑫{}一 一 一一一⑲ 一

◎{麟}… 磯 ㊤{}一《}4・

毒

ご

@ 笹 一 一一一 一

曾 一一一麟}一 一 一② ㊥ 一一一一 一一

@・{》《}@

@

⑧

⑫

一}趨 一一一一一〇…一 V=0.6765x+3.0979

R2=0.0221

一1.0-0.8-0.6-0.4-0.20.00.20.40.60.8tO

Fig.3個 別scと 航路維持のための地域活動への参加意欲度

ここでは,あ くまで仮想 的な協働活動(例 として船舶 の荷物 の上 げ下 ろ しや,港 湾 にお

ける老人の乗 り降 りサ ポー ト等)を 想定 して いる。 先 ほどの図 と同様 に,横 軸 は地域SC

の水準 を,そ して縦軸 には協働意欲度 を表す水準が表 されて いる(今 回の参加意欲度 に関
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して は,1～10の10段 階 で プロ ッ トされて いる点 に注意 されたい)。 そ して,結 果 と して

は図 に示 され るよ うな無相 関が認 め られ,図2の 結果 とは異 なる性質が認 め られた。

4.地 域住民の航路維持 に対する参加協力度の分析

本章では地域住民の離島航路維持への協力意識 に対 し,地 域交通特性 と地域 ソー シャル ・

キ ャピタル,お よび個人 またはグループの属性が どのような影響を与えてい るのか,と い

う点 に着 目し,数 量化1類 分析 を行 うことと した。説明変数 と しては以下の表(Table4

お よ び5)に 示 され ている変数群(6)を 使 用 してい る。

今回 のモデ リングと して は,2種 類の ものが使用 されてい る。第一に,地 域 交通 が持 つ

特性(地 域 ごとに異な る整備状況やサー ビス水準の違い等)と 地域SCの 蓄 積水準 が協働

意識へ影響を及ぼす構造を想定 した ものであ り,第 二 に個人(サ ンプルの中にはグループ

と しての回答 も若干混在 していたが,こ こでは個人 に統一す ることとした)の 属性 が何 ら

かの影響を及ぼす との想定であ る。 結果は以 下の2つ の表(Table4,5)に 示 しておい

た。

まず,第 一 のケースにつ いて,重 相関係数が0.91と きわめて高い数値 とな った。 ここで

の説明変数のアイテム群には 「地域への帰属意識 や愛 着の度合 い」,「家族 や友人知人 の有

無」,「目的地 までの移動時間」(船 舶での移動を指す もの),「 港湾へのア クセス」(自 宅か

ら最寄 りの港へ の移動 時間を指す),お よび航 路を週 にどれ くらい利 用す るか という 「利

用頻度」 が使用 されている。 アイテム レンジとしては 「地域へ の愛着」が最 も高 い水準を

示 してお り,132.78で あ った。 次が航路 の利用頻度 で104.59,以 降,「 移動時間」,「家族や

友人知人の有無」,そ して 「港 への アクセス」 の順 とな っている。 カテ ゴリー数量 に視点

を転 じると,「 地 域へ の愛着」(「高 い」)が 最 も高 い水 準(103.34)を 示 して お り,次 が

「航路の利用頻度(「 ほぼ毎 日」)」78.93と な ってい る。

第二 のモデルは既 に述べ たよ うに個人属性が及 ぼす影響度測定用 と して位置づ けられて

いるが,結 果 と して重相関係数が0.88と,モ デル1と 比較す る と相対的 に低 い ものの,き

わめて高 い水準 の値 を示 している。アイテム レンジは年齢層 が最 も高 く(154.38),次 い で

世帯人数(114.72),家 計 所得(29.58),お よ び性別(8.08)と な った。 唯一の(と 言 って

(6)今 回 のモデリングにおいて,交 通インフラ整備状況と地域ソーシャル ・キャピタルが個別の協

働意識に何らかの数量的インパクトを及ぼすという仮定にたって変数群を撰択 している。但し独

立性の検定を行うことにより,関 係性が見いだせなかったものについては除外 している。
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Table4推 計結果1(SCと 交逼関連変数による数量化1類)

アイテム カ テ ゴ リー カテゴリー数量 レ ンジ 偏相関

地域への愛着

高い 103.34

132.78 0.79平均 24.31

低い 一9
,76

家族や友人知人

多い 28.69

49.08 0.15少 ない 8.94

いない 一11
.45

移動時間

90分 以上 36.54

61.95 0.3345～90分 8.82

45分 以下 一16
.59

港へのアクセス

30分 以上 5.22

7.57 0.06

30分 未満 一2
.35

航路の利用頻度

ほぼ毎日 78.93

104.59 0.64週 に2～3回 24.67

週1回 以下 一3
.07

定数項 42.32

重相関係数 0.91

寄与率 0.85

良い)経 済変数である家計所得に関 しては,当 初予想を裏切 る結果 となり,個 人の撰択行

動に及ぼす影響は相対的に小さなウエイ トと判断されることとなった。個人属性の性別に

関 しても,個 人行動に与えるインパクトとしてはきわめて小 さな値にとどまることが認め

られた。

カテゴリー数量は年齢層の中で 「65歳以上」と回答した層の数値がきわめて高く(128.54),

地域住民の中でも高齢者層になるほど地域貢献意識が高 くなる姿が認められることとなっ

た。次に高いものとして世帯人数 「5人以上」 と回答 した大家族層に属する人々の数値が

挙げられる。

これら二種類の推計結果より,地 域への愛着の度合いが高 く,航 路を頻繁に利用する回

数の多い状況にある人 々,但 し65歳以上の高齢者を中心とする大家族(三 世代かはともか

く,少 な くとも5人 以上のメンバー構成を持つ)に 属する個人が地域への貢献意識を非常

に強 く持 っていることが明らかとなった。
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Table5推 計結果2(属 性 を変数とした数量化1類)

アイテム カ テ ゴ リー カテゴリー数量 レ ンジ 偏相関

性 別
男性 一 〇

.85

8.08 0.03

女性 7.23

年齢層

65歳 以上 128.54

154.38 0.8340～64歳 13.59

39歳 以下 一21
.33

世帯人数

5人 以上 85.12

114.72 0.693～4人 21.11

2人 一8
。96

家計所得

平均以上 17.82

29.58 0.38本土平均 6.33

平均以下 一5
.43

定数項 38.56

重相関係数 0.88

寄与率 0.83

5.お わ りに 一結論 と今後の課題一

既に前章の終わりにおいて導出したように,今 回の地域研究の結果として,時 代に左右

されに くい伝統的なライフスタイルを持つ高齢者層が地域社会にもたらす影響の強さが明

確になった点はひとつの発見であろうかと考える。

但 し,今 回用いた手法にも課題は多 く存在 し,改 善の余地は大いにある。今回利用可能

となったサンプルは350程 度であり,し か も前章における計量分析時に個人べ一スの制約

を加えてことによって274に まで減少 している。今後はさらなるサンプル拡大を視野に入

れる必要がある。 また,地 域SCに 関す る分析結果は既存のPutnam[8]やColeman

[13]ら が指摘 したものと類似 した波及効果を生み出す ことが今回のケーススタディでも

明らかになったものの,そ れが 「どのような経路で」 もたらされているのか,が 未だ解明

されていない。 したが って,今 後ある地域においてSCの 水準を高めることが政策 目的と

された場合,具 体的な数値上昇の手法が解明出来ない,と いった限界を抱えていることも

また事実である。また,統 計的に有意とされた 「高齢者層が持つ地域貢献意識の高さ」が

真実だとしても,で はいかにすれば若年層の地域協働意識を高めることが可能 となるのか,
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という点については今回の研究が方向性を示す可能性は小さいと言わざるを得ない。

但し,こ れらの課題を内包するにせよ,今 後のさらなる少子高齢化による宅地エ リアの

老朽化や住宅街の 「空き家問題」増大に伴 う公共交通(例 えばコミュニテイバスやデマ ン

ドバス等)の あり方を議論する際に,本 研究の枠組みは必ず何 らかの形で役立つことにな

ると考 え るのであ る。
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